
第 ２２ 号議案

　（総　則）

第１条　平成２６年度久留米市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　　（１）　接続戸数 戸

　　（２）　年間総処理水量 立方メートル

　　（３）　一日平均処理水量 立方メートル

　　（４）　建設改良事業の概要

　　　　　　　１　管渠布設工事 総延長 メートル　　

　　　　　　　２　ポンプ場施設工事

３ 雨水施設工事 一 式

平 成 ２ ６ 年 度 久 留 米 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算

２９,１５２

１０８,８５８

７３,４４０

一　　式

２６,８０６,０００

　　　　　　　３　雨水施設工事

　　　　　　　４　浄化センター施設工事

　　式

一　　式



　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款　下水道事業収益 千円

　　第１項　営業収益 千円

　　第２項　営業外収益 千円

　　第３項　特別利益 千円

　第１款　下水道事業費用 千円

　　第１項　営業費用 千円

　　第２項　営業外費用 千円

　　第３項　特別損失 千円

　　第４項　予備費 千円

収　　　　　　　入

２,１００,５７９

７０２

支　　　　　　　出

１０,０００

５,１７４,０９９

１,２１８,８９３

６４,２８３

４,６１２,２７６

６,７１３,５５７

６,４６７,２７５



　（資本的収入及び支出）

　第１款　資本的収入 千円

　　第１項　企業債 千円

　　第２項　補助金 千円

　　第３項　負担金 千円

　　第４項　固定資産売却代金 千円

　第１款　資本的支出 千円

第１項 建設改良費 千円

２,２８４,１００

支　　　　　　　出

２

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２，１２４，３６９千円は、当年度分

　消費税及び地方消費税資本的収支調整額２０９，３５１千円、当年度分損益勘定留保資金１，９１５，０１８千円で補てんするものとする。）。

　

９,００７,７２５

収　　　　　　　入

５ ９０３ ７４８

６２０,１５４

３,９７９,１００

６,８８３,３５６

　　第１項　建設改良費 千円

　　第２項　企業債償還金 千円

　　第３項　予備費 千円

　（特例的収入及び支出）

第４条の２　地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により当年度に属する債権及び債務として整理する未収金及び未払金の金額は、それぞれ

　１，０８７，６２１千円及び１，０１６，９８５千円である。

１０,０００

３,０９３,９７７

５,９０３,７４８



　（継続費）

第５条　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

　（債務負担行為）

３６,０００

総額（千円）

９０,０００

１４,０００

平成２７年度

平成２６年度

平成２８年度

期　　　　　　間 限　　　度　　　額（千円）

４０,０００
汚水管渠布設事業

（北野地区）

款 項 事業名 年度 年割額（千円）

第６条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

１　資本的支出 １　建設改良費

新神代橋添架負担金 平成２６年度から平成２８年度まで ８,４００

事　　　　　　項



　（企業債）

第７条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　（一時借入金）

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　政府資金についてはその融資条件
により、銀行その他の場合にはその
債権者と協定する事項による。
　ただし、財政の都合により据置期
間を短縮し、もしくは繰上償還又は
低利に借換えすることができる。

（ただし、利率見直し方式で借り入
れる政府資金及び地方公共団体金融
機構資金について、利率の見直しを
行った後においては、当該見直し後
の利率）

限度額（千円） 起債の方法 利率（％）

３,９７９,１００ 普通貸借又は証券発行

公共下水道事業

特定環境保全
公共下水道事業

第９条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は 次のとおりと定める

４．０　以内

第８条　一時借入金の限度額は、５，０００，０００千円と定める。

償還の方法起債の目的

　　　営業費用と営業外費用の間

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　議決を経なければならない。

　　（１）　職員給与費 千円

　　（２）　交際費 千円

　

第９条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

５０６,２４４

第１０条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の

２００



　（他会計からの補助金）

第１１条　下水道事業経営のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、７１５，４０３千円である。

平成２６年３月４日提出

　
福岡県久留米市長　 　原　 利　則



下水道使用料収入

雨水処理等に係る負担金

国庫補助金、固定買取売電益、責任技術者登録手数料等

の収入

８５,４５４

２,１００,５７９２　営業外収益

１　下水道収益

２　雨水処理負担金

３　その他営業収益

備　　　　　　考

１　営業収益

６,７１３,５５７

４,６１２,２７６

４,３２３,１８０

２０３,６４２

１　下水道事業収益

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　入

款 項 目 予定額（千円）

平 成 ２６ 年 度 久 留 米 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

３　長期前受金戻入 １,３８２,５１６

預金利息及びその他利息収入

一般会計補助金

, ,

１

７１５,４０３

１　受取利息

２　他会計補助金

１　固定資産売却益

営業外収益

行政財産使用料及びその他雑収入４　雑収益 ２,６５９

３　特別利益

２　過年度損益修正益

７０２

２

７００



２６,０００

３５,０００

９,６４６

５,１０９

材　料　費

工事請負費

給　　　料　２人

手　当　等

給　　　料　５人

千円

２２,７９７

修　繕　費

委　託　料

１３,０３０

８,９９１

９８,０７３

１５１,６００

手　当　等

法定福利費

５,１７４,０９９

３６５,１６０

１０７,７４０２　ポンプ場費

１　管渠費

１　営業費用

目項 予定額（千円）

６,４６７,２７５

備　　　　　　考

１　下水道事業費用

款

９,６６９その他汚水管渠の維持管理

支　　　　　　出

に要する費用

,

２３,８０１

３,２０８

７,３２０

４９,８７８

１４,０３４

７,０２２

４１,４１７

修　繕　費

その他ポンプ場施設の維持管理

給　　　料　９人

手　当　等

に要する費用

法定福利費

手 当 等

法定福利費

電　力　料

８７５,４９４３　処理場費

委　託　料 ２５,５５７



法定福利費 ９,４４６

１２,７４６

２２,８１５

５５,９１１

５７３,６１６

２５,０８７

３２,９２３

１３,３５６

６,０２０

３,９２７

２,０３０

８,３１６

給　　　料　２人

手　当　等

法定福利費

委　託　料

その他雨水施設の維持管理

千円

１０８,７０５

に要する費用

その他処理場施設の維持管理

に要する費用

手　当　等

給　　　料　６人

電　力　料

修　繕　費

委　託　料

薬　品　費

３３,６４９４　雨水施設費

１４３,１２２５　業務費

４２,１８９

２０,０００

委　託　料 １０,５３８

６　総係費 １３６,３５６

その他使用料の徴収、普及指導 ９８,１１５

に要する費用

法定福利費 ,

２１,６４６

１０,２２０

３０,１９１

１,５７２

給　　　料　８人

厚生福利費

法定福利費

退職給付費

その他部の総括的業務に要する費用

手　当　等



６１,４７２

賞与引当金繰入額

７　減価償却費

２　営業外費用

千円

　

２９,１７８

３２,８０４

企業債利息

６４,２８３

２,３００

１,２１８,８９３

１,２１８,３９３

５００

１

３　その他特別損失 ６１,９８２

３,４５１,１０６

貸倒引当金繰入額

１０,０００１　予備費

１０,０００４　予備費

１　固定資産売却損

１　支払利息

２　雑支出

８　資産減耗費

３　特別損失

２　過年度損益修正損



特別措置分

受益者分担金

工事負担金

千円

３,３７９,１００

６００,０００

１７,２２０

項 目 予定額（千円） 備　　　　　　考

３,９７９,１００

款

１　資本的収入 ６,８８３,３５６

１　企業債

３　負担金

２　受益者分担金

建設改良費３,９７９,１００

国庫補助金 ２,２８４,１００２,２８４,１００

２,２８４,１００

１　企業債

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　入

１　国県市補助金

１７,２２０

１９,１３３

１　工事負担金

２　補助金

１９,１３３

６２０,１５４

受益者分担

４　固定資産売却代金

１　固定資産売却代金

２

８３,９５５

受益者分担

２

４９９,８４６

受益者負担金

他会計負担金

,

３　受益者負担金 ８３,９５５

４　他会計負担金 ４９９,８４６

,



その他雨水施設建設に要する費用

２　雨水施設建設費 １,００１,１００

３　浄化センター建設費 ３８９,３６４

委　託　料

５６,０００

備　　　　　　考

９８４,６００

１１,０００

雨水施設工事費

その他管渠建設に要する費用

給　　　料　２５人

手　当　等 ７０,５７７

３３,３００

管渠布設工事費 ３,７２４,６００

１８７,３２９

５,５００

千円

９７,５２７

法定福利費

３４０,６９８

３３,４１４

委　託　料

予定額（千円）

委　託　料

目項款

４,５１０,１４５

支　　　　　　出

９,００７,７２５

５,９０３,７４８

１　管渠建設費

１　建設改良費

１　資本的支出

ポンプ場施設工事費

その他浄化センター建設に要する

浄化 設費 ,

４７３

,

浄化センター施設工事費 ３５５,５９１

１０,０００

３,０９３,９７７

費用

３,１３９

３,１３９

１　予備費

機器購入費

　水質機器購入

企業債元金償還金

委 託 料

１０,０００

３　予備費

１　企業債償還金

４　機械備品購入費

２　企業債償還金

３,１３９

３,０９３,９７７



平成２６年度　久留米市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 ５０,４６２

　　減価償却費 ３,４５１,１０６

　　退職給付引当金の増加額 ２０,０００

　　賞与引当金の増加額 ３１,７９９

　　貸倒引当金の増加額 ２９,１７７

　　長期前受金戻入額 △ １,３８２,５１６

　　受取利息 △ １

　　支払利息 １,２１８,３９３

　　固定資産除却損 ６１,４７２

    固定資産売却損益 △ １

　　未収金の増加額 △ １８,７４７

　　未払金の減少額 △ ４２,８４０

　　預り金の増加額 ６９９

　　小計 ３,４１９,００３

　　利息の受取額 １

　　利息の支払額 △ １,２１８,３９３

　　業務活動によるキャッシュ・フロー ２,２００,６１１

（平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで）



２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ ７,０１４,３６８

　　有形固定資産の売却による収入 ３

　　国庫補助金等による収入 ３,２６５,１７８

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ ３,７４９,１８７

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 ４,５４５,０００

　　その他の企業債による収入 ６００,０００

　　建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ ２,８６７,４２６

　　その他の企業債の償還による支出 △ ２２６,５５１

    他会計からの出資による収入 ２２５,９９６

　　財務活動によるキャッシュ・フロー ２,２７７,０１９

４　資金増加額（又は減少額） ７２８,４４３

５　資金期首残高 ２４５,３９７

６　資金期末残高 ９７３,８４０



　１　総　　括

特別職 一般職 給　 　料 手　 　当 計 法 定 福 利 費 合　　　　計

(人) (人)  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

本 損益勘定支弁職員 １ ３１ １３２,８８６ １１４,２８８ ２４７,１７４ ４４,２８０ ２９１,４５４

年 資本勘定支弁職員 ２５ ９７,５２７ ８４,７５２ １８２,２７９ ３２,５１１ ２１４,７９０

度 合　　計 １ ５６ ２３０,４１３ １９９,０４０ ４２９,４５３ ７６,７９１ ５０６,２４４

前 損益勘定支弁職員 － － － － － － －

年 資本勘定支弁職員 － － － － － － －

度 合　　計 － － － － － － －

比 損益勘定支弁職員 － － － － － － －

区　　　　　分

職　員　数 給　　　　与　　　　費

給　　与　　費　　明　　細　　書

資本勘定支弁職員 － － － － － － －

較 合　　計 － － － － － － －



扶　養　手　当 住　居　手　当 通　勤　手　当 特殊勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 １０,１２９ ８,０３１ ４,８６７ ０

前　年　度 － － － －

比　　　較 － － － －

時間外勤務手当 休日勤務手当 管理職手当 管理職員特別勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ２０,０４３ ８６６ １０,２２１ ４８

前　年　度 － － － －

比　　　較 － － － －

期　末　手　当 勤　勉　手　当 退職給付費

 (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ８３,８２２ ４１,０１３ ２０,０００

前　年　度 － － －

比　　　較 － － －

区　  分

区  　分

区　  分



　２　給料及び手当の増減額の明細

区　分 増　減　額(千円） 説　　　　　明 備　　　　　考

給　料 　１　給与改定に伴う

　　　増減分

　２　昇給に伴う増加 　平均昇給率　　　　　　　　　　　　　

　　　分

　３　その他の増減分 　職員の異動状況

１月に 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

在職する職員　　　　　（その他）　　　　　　（計）　

本年度　　　　　　人　　 　 　人　　　　　人

前年度　　　　　　人　　 　 　人　　　　　人

増 減 人 人 人

増　減　事　由　別　内　訳　(千円)

増　減  　　 　 　人　　　　　人　　 　 　人

手　当 　１　制度改正に伴う

　　　増減分

　２　その他の増減分



　３　給料及び手当の状況

　　（１）職員１人当たりの給与

給 料 表 （一） 給 料 表 （二）

　平 均 給 料 月 額　 － －

　平 均 給 与 月 額　 － －

　平　 均　 年 　齢　 － －

　平 均 給 料 月 額　 － －

　平 均 給 与 月 額　 － －

　平　 均　 年 　齢　 － －

　　（２）初任給

企　　　業　　　職

平成２６年 １ 月 １ 日 現在

一　　　　般　　　　会　　　　計　　　　の　　　　制　　　　度
区 分 企 業 職（円）

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

平成２５年 １ 月 １ 日 現在

行  政  職（円） 技 能 労 務 職（円） 教  育  職（円）

高   校   卒 １４４,５００ １４４,５００ １４１,９００

大   学   卒 １７８,８００ １７８,８００ １９９,７００

区        分 企  業  職（円）



　　（３）級別職員数

級 職 員 数 （人） 構 成 比 （％） 級 職 員 数 （人） 構 成 比 （％）

１　　級 － － １　　級 － －

２　　級 － － ２　　級 － －

３　　級 － － ３　　級 － －

４　　級 － － ４　　級 － －

５　　級 － － ５　　級 － －

６　　級 － － ６　　級 － －

７　　級 － － ７　　級 － －

８　　級 － － ８　　級 － －

計 － － 計 － －

１　　級 － － １　　級 － －

２　　級 － － ２　　級 － －

３　　級 － － ３　　級 － －

４　　級 － － ４　　級 － －

５　　級 － － ５　　級 － －

６　　級 － － ６　　級 － －

７　　級 － － ７　　級 － －

８　　級 － － ８　　級 － －

計 － － 計 － －

平成２５年 １月 １日現在

平成２６年 １月 １日現在

給　　料　　表　　（一） 給　　料　　表　　（二）
区　　　　分

企　　　　業　　　　職



　　　（級別の標準的な職務内容）

区　　　分 １　　級 ２　　級 ３　　級 ４　　級 ５　　級 ６　　級 ７　　級 ８　　級

　主事の職務 　高度の知識 　主任主事の 　主査（同相 　課長補佐（ 　課長（同相 　次長、検査 　部長の職務

　又は経験を 　職務 当職を含む。）　同相当職を 　当職を含む。) 　企画監又は 　担当部長の

　必要とする 　 　の職務 　含む。）の 　の職務 　担当次長の 　職務

　主事の職務 　相当困難な 　職務 　職務

企　 業　 職 　業務を所掌 　副主幹の職

　する主任主 　務

　事の職務



　　（４）昇給 　　（５）特殊勤務手当

企　業　職 区　　　　　　　　　分 企　業　職

－

－

２号給　　（人） － 支　 給　 対　 象 　職 　員　 の 　比 　率

４号給　　（人） － 　（平成２６年 １ 月 １ 日 現在）

号 給 数 別 内 訳 ６号給　　（人） －

８号給　　（人） －

　号給　　（人） －

－

－

－

２号給　　（人） －

４号給　　（人） －

号 給 数 別 内 訳 ６号給　　（人） －

８号給　　（人） －

　号給　　（人） －

－

区　　　　　　　　分

職　　　　　員　　　　　数　     　（ａ)　（人）

昇 給 に 係 る 職 員 数 　　 　　　（ｂ） （人）

職　　　　　員　　　　　数　     　（Ａ)　（人）

昇 給 に 係 る 職 員 数 　　 　　　（Ｂ） （人）

比 　　　　　　　率　　　　（Ｂ）／（Ａ） （％）

本
　
　
　
年
　
　
　
度

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

　給  料  総  額  に  対  す  る  比  率 －

－

－

前
　
　
　
年
　
　
　
度

比 　　　　　　　率　　　　（ｂ）／（ａ） （％）



　　（６）期末手当・勤勉手当

支給率計

 ６月（月分）  １２月（月分） （月分）

本　　年　　度 １.９００　　 ２.０５０　　 ３.９５　　　

前　　年　　度 １.９００　　 ２.０５０　　 ３.９５　　　

一般会計の制度 １.９００　　 ２.０５０　　 ３.９５　　　

　　（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年勤続 ２５年勤続 ３５年勤続 最　高　限　度 そ　の　他　の

（月分） （月分） （月分） （月分） 加 算 措 置 等

支　　給　　率　　等 ２７．０２５ ３６．５７ ５２．４４ ５２．４４ なし

一般会計の制度（支給率等） ２７．０２５ ３６．５７ ５２．４４ ５２．４４ なし

　　（８）その他の手当

区　　　分

区　　　分

備    考

備    考

差　異　の　内　容一般会計の制度との異同

同　　　　　じ

同　　　　　じ

同　　　　　じ

通　　　　勤　　　　手　　　　当

区　　　　　　　　　　　　分

扶　　　　養　　　　手　　　　当

地　　　　域　　　　手　　　　当

住　　　　居　　　　手　　　　当

同　　　　　じ

　　 職務上の段階、職務の級等

　　 による加算措置

有

有

有

支　給　期　別　支　給　率



1 1

0

0 36,00045,000 0 36,000 54,000 40.00 0計 90,000 45,000

0.0
地 区 ）

014,000 7,000 7,000 0 14,000

26

（ 北 野
28

40.036,00036,00036,000 18,000

継 続 費 に 関 す る 調 書

支 出

建 設資 本
的

改良費

国庫
補助金

（千円）

一般会計
出資金

企業債

（千円） （千円）

790,000 339,400

款 年度 年割額

（千円）

項 事業名

25

前 前 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 額

（千円）

その他
負担金等

（千円）

全　　体　　計　　画

同 左 財 源 内 訳
継 続 費
の 総 額
に対する
進 捗 率

翌年度以降
の 支 払
義 務 発 生
予 定 額

（千円） （％）（千円）

前 年 度 末
までの支払
義 務 発 生
( 見 込 ) 額

（千円）

当 該 年 度
支 払
義 務 発 生
予 定 額

当該年度末
までの支払
義 務 発 生
予 定 額

（千円）

0

450,600 790,0000 0 790,000 95.1

4.9
ポンプ場

0 40,75040,750 20,350 20,400

0 100.040,750

汚水管渠

布設事業

40,750
三潴中継

26

18,000

0 790,000830,750 359,750計 830,750471,000 0

27 40,000 20,000 20,000

0
建設事業

40,000 0.00



250,000 250,00025 19.00 500,000500,000

984,600984,600 422,500 562,100
東 櫛 原

26
地区浸水

0

1,141,000 565,500 575,500
対策事業

27

984,6002,625,600 ######## ######## 0計 0 0 500,000 1,484,600

0

984,600

500,000

1,141,000 56.5

1,141,000 0.0

37.5

款 項 事業名

全　　体　　計　　画

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

継 続 費
の 総 額
に対する
進 捗 率

年度 年割額

同 左 財 源 内 訳

国庫
補助金

企業債
一般会計
出資金

その他
負担金等

前 前 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 額

前 年 度 末
までの支払
義 務 発 生
( 見 込 ) 額

（％）（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

翌年度以降
の 支 払
義 務 発 生
予 定 額

当 該 年 度
支 払
義 務 発 生
予 定 額

当該年度末
までの支払
義 務 発 生
予 定 額



1 1

0

0 36,00045,000 0 36,000 54,000 40.00 0計 90,000 45,000

0.0
地 区 ）

014,000 7,000 7,000 0 14,000

26

（ 北 野
28

40.036,00036,00036,000 18,000

継 続 費 に 関 す る 調 書

支 出

建 設資 本
的

改良費

国庫
補助金

（千円）

一般会計
出資金

企業債

（千円） （千円）

790,000 339,400

款 年度 年割額

（千円）

項 事業名

25

前 前 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 額

（千円）

その他
負担金等

（千円）

全　　体　　計　　画

同 左 財 源 内 訳
継 続 費
の 総 額
に対する
進 捗 率

翌年度以降
の 支 払
義 務 発 生
予 定 額

（千円） （％）（千円）

前 年 度 末
までの支払
義 務 発 生
( 見 込 ) 額

（千円）

当 該 年 度
支 払
義 務 発 生
予 定 額

当該年度末
までの支払
義 務 発 生
予 定 額

（千円）

0

450,600 790,0000 0 790,000 95.1

4.9
ポンプ場

0 40,75040,750 20,350 20,400

0 100.040,750

汚水管渠

布設事業

40,750
三潴中継

26

18,000

0 790,000830,750 359,750計 830,750471,000 0

27 40,000 20,000 20,000

0
建設事業

40,000 0.00



250,000 250,00025 19.00 500,000500,000

984,600984,600 422,500 562,100
東 櫛 原

26
地区浸水

0

1,141,000 565,500 575,500
対策事業

27

984,6002,625,600 1,238,000 1,387,600 0計 0 0 500,000 1,484,600

0

984,600

500,000

1,141,000 56.5

1,141,000 0.0

37.5

款 項 事業名

全　　体　　計　　画

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

継 続 費
の 総 額
に対する
進 捗 率

年度 年割額

同 左 財 源 内 訳

国庫
補助金

企業債
一般会計
出資金

その他
負担金等

前 前 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 額

前 年 度 末
までの支払
義 務 発 生
( 見 込 ) 額

（％）（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

翌年度以降
の 支 払
義 務 発 生
予 定 額

当 該 年 度
支 払
義 務 発 生
予 定 額

当該年度末
までの支払
義 務 発 生
予 定 額



 する まで 以降

貸付損失補償 た損失について補償 平成２５年度 １,３２８ 平成２６年度 損　失　額

８,４００

水洗便所改造資金 資金貸付により生じ

水洗便所改造に伴う

８,４００

千円 千円

負担金

新神代橋添架

平成２８年度

から

８,４００

まで

平成２６年度千円 千円

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

自己資金

左　の　財　源　内　訳
前年度末までの支払

義務発生（見込）額

期　間 企業債期　間金　額

事　　　項 限　度　額

当該年度以降の支払

義務発生予定額

金　額

千円



平 成 ２６ 年 度　 久 留 米 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（平成２７年３月３１日）

（単位：千円）

資　　　産　　　の　　　部

１　固　　定　　資　　産

　（１）　有 形 固 定 資 産

　　　　イ　土　　　地

　　　　ロ　建　　　物

　　　　　　減価償却累計額

　　　　ハ　構　築　物

　　　　　　減価償却累計額

　　　　ニ　機械及び装置

　　　　　　減価償却累計額

　　　　ホ　車両運搬具

減価償却累計額

４,８６２,４９６

８１,４４１,７５２

△ ２,２９５,４６３

△ １６８,９８４

８,４９７,３２９

△ ９８４,４４９

５,１３５,６９５

１９９

０

４,９６６,７１１

７９,１４６,２８９

７,５１２,８８０

１９９　　　　　　減価償却累計額

　　　　ヘ　工具器具及び備品

　　　　　　減価償却累計額

　　　　ト　建設仮勘定

　　　　　有 形 固 定 資 産 合 計

　　　　　固　定　資　産　合　計

２　流　　動　　資　　産

　（１）　現金・預金

　（２）　未　収　金

　　　　　貸倒引当金

　　　　　流　動　資　産　合　計

　　　　　資　　産　　合　　計

７,９１９,５１４

９７３,８４０

１,２９６,０７５

△ ２９,１７７

１６,１４４

△ ２,２１０

２,２４０,７３８

１０４,４２２,０２３

１０４,４２２,０２３

１０６,６６２,７６１

１,２６６,８９８

１３,９３４



３　固　　定　　負　　債

　（１）　企　業　債

　　　　イ　建設改良費等の財源にあてるための企業債

　　　　ロ　その他の企業債

　　　　　企　業　債　合　計

　（２）　引　当　金

　　　　イ　退職給付引当金 ２０,０００

　　　　　引　当　金　合　計 ２０,０００

　　　　　固　定　負　債　合　計

４　流　　動　　負　　債

　（１）　企　業　債

　　　　イ　建設改良費等の財源にあてるための企業債

　　　　ロ　その他の企業債

　　　　　企　業　債　合　計

　（２）　未　払　金

５２,８８２,０９７

３,７３２,７８１

２,９１９,０５６

７７２,５０９

負　　　債　　　の　　　部

５６,６１４,８７８

５６,６３４,８７８

３,６９１,５６５

１,１９４,７６５

　（３）　引　当　金

　　　　イ　賞与引当金 ３１,７９９

　　　　　引　当　金　合　計 ３１,７９９

　（４）その他流動負債

　　　　イ　預り金 １２,３２２

　　　　　その他流動負債　合　計 １２,３２２

　　　　　流　動　負　債　合　計

５　繰　延　収　益

　（１）　長期前受金

　　　　　長期前受金収益化累計額

　（２）　建設仮勘定長期前受金

　　　　　繰　延　収　益　合　計

　　　　　負　　債　　合　　計

△ １,３８２,５１６

３,７９８,５５４

３３,２２１,８８２

３７,０２０,４３６

９８,５８５,７６５

３４,６０４,３９８

４,９３０,４５１



６　資　　本　　金

７　剰　　余　　金

　（１）　資 本 剰 余 金

　　　　イ　受贈財産評価額

　　　　ロ　国県市補助金

　　　　　資 本 剰 余 金 合 計

　（２）　利 益 剰 余 金

　　　　イ　当年度未処分利益剰余金 ５０,４６２

　　　　　利 益 剰 余 金 合 計 ５０,４６２

　　　　　剰　余　金　合　計

　　　　　資　　本　　合　　計

　　　　　負　債　資　本　合　計

１,８５６,７４８

５,６４１,９７９

５２７,８０７

資　　　本　　　の　　　部

２,３８４,５５５

２,４３５,０１７

８,０７６,９９６

１０６,６６２,７６１



注 記 

 

 Ⅰ．重要な会計方針 

  当年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

  １ 固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産（リース資産を除く） 

   ・減価償却の方法     定額法による。 

・主な耐用年数 

 建物           2～46 年 

 構築物          4～50 年 

 機械及び装置       2～20 年 

 器具及び備品       2～14 年 

（２）リース資産 

     現在リース契約を締結しているものは、所有権移転外のファイナンス・リース取引であり、所有権移転外のファイナンス・リース取引について、久留米

市企業局は、法任意適用事業者の特例的会計処理が認められているため、通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行なっている。 

  ２ 引当金の引当方法 

  （１）退職給付引当金 

     職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における下水道事業が負担すべき退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。 

  （２）賞与引当金 

     職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びそれに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12

月から 3月までの 4ヶ月分）を計上している。 

  （３）貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により、回収不能見込額を計上している。 

  ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 



 

 Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

     貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 1年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれ

る額は、14,905,321,000 円である。 

  ２ 引当金の取り崩し 

  （１）賞与引当金の取り崩し 

    平成２６年度において、期末手当及び勤勉手当の支給及び法定福利費 100,972,000 円の支出のために、賞与引当金 32,804,000 円を取り崩す予定である。 

 

 Ⅲ．セグメント情報の開示 

  久留米市下水道事業は、下水道事業のみの単一セグメントであり、損益計算書及び貸借対照表等と重複することからセグメント情報は省略する。 

 

 



平 成 ２６ 年 度　 久 留 米 市 下 水 道 事 業 予 定 開 始 貸 借 対 照 表

（平成２６年４月１日）

（単位：千円）

資　　　産　　　の　　　部

１　固　　定　　資　　産

　（１）　有 形 固 定 資 産

　　　　イ　土　　　地

　　　　ロ　建　　　物

　　　　　　減価償却累計額 ５，０２９，５３８

　　　　ハ　構　築　物

　　　　　　減価償却累計額 ７７，０１９，０９８

　　　　ニ　機械及び装置

　　　　　　減価償却累計額 ８，３６３，３４０

　　　　ホ　車両運搬具

減価償却累計額 １９９

４,８５９,１９７

５,０２９,５３８

０

７７,０１９,０９８

０

８,３６３,３４０

０

１９９

０　　　　　　減価償却累計額 １９９

　　　　ヘ　工具器具及び備品

　　　　　　減価償却累計額 １３，２３８

　　　　ト　建設仮勘定

　　　　　有 形 固 定 資 産 合 計

　　　　　固　定　資　産　合　計

２　流　　動　　資　　産

　（１）　現金・預金

　（２）　未　収　金

　（３）　前　払　金 ５５,２００

　　　　　流　動　資　産　合　計

　　　　　資　　産　　合　　計 １０２,０３２,６３３

１３,２３８

０

５,３５９,８０５

２４５,３９７

１００,６４４,４１５

１,０８７,６２１

０

１００,６４４,４１５

１,３８８,２１８



３　固　　定　　負　　債

　（１）　企　業　債

　　　　イ　建設改良費等の財源にあてるための企業債

　　　　ロ　その他の企業債

　　　　　企　業　債　合　計

　　　　　固　定　負　債　合　計

４　流　　動　　負　　債

　（１）　企　業　債

　　　　イ　建設改良費等の財源にあてるための企業債

　　　　ロ　その他の企業債

　　　　　企　業　債　合　計

　（２）　未　払　金

　（３）その他流動負債

　　　　イ　預り金 １１,６２３

　　　　　その他流動負債　合　計 １１,６２３

３,９０５,２９０

２,８６７,４２６

２２６,５５１

１,０１６,９８５

５５,１６１,４４３

３,０９３,９７７

５５,１６１,４４３

負　　　債　　　の　　　部

５１,２５６,１５３

　　　　　流　動　負　債　合　計

５　繰　延　収　益

　（１）　長期前受金

　（２）　建設仮勘定長期前受金

　　　　　繰　延　収　益　合　計

　　　　　負　　債　　合　　計

３２,５３３,７５３

３４,９４８,０６７

９４,２３２,０９５

２,４１４,３１４

４,１２２,５８５



６　資　　本　　金

７　剰　　余　　金

　（１）　資 本 剰 余 金

　　　　イ　受贈財産評価額

　　　　ロ　国県市補助金

　　　　　資 本 剰 余 金 合 計

　　　　　剰　余　金　合　計

　　　　　資　　本　　合　　計

　　　　　負　債　資　本　合　計

５２７,８０７

１,８５６,７４８

資　　　本　　　の　　　部

２,３８４,５５５

２,３８４,５５５

７,８００,５３８

１０２,０３２,６３３

５,４１５,９８３


	01H26下水道予算書（修正版）
	02H26下水道予算書（修正版）2
	03○下水道キャッシュフロー計算書ワークシート
	04H26下水道予算書　給与費明細書
	05H26下水道予算書（修正版）
	06
	07
	08
	09財務諸表等の注記
	10予定貸借対照表基礎(下水

